
高知県危機管理部南海トラフ地震対策課

命を守る 命をつなぐ 生活 立 上  

南海トラフ地震の被害想定と
事前対策について

～「 命を守る」対策の徹底
「命をつなぐ」対策の加速化へ～

資料-4

244年 1498年 明応地震
1498年

2ヶ月前?

684年

白鳳

887年

仁和

1099年

康和

1361年

正平

1605年

慶長

1707年

宝永

1854年

安政

1946年

昭和

現在

M7.9 南海地震と東海・東南海の3連動型

南海地震と同時期に発生

（地質調査)

南海地震と同時期に発生

(地質調査)

1096年 永長地震

南海地震と

同時期に発生

M8.6 南海地震と東海・東南海の3連動型

M8.4 1854年 安政東海地震

M8.0 1944年

昭和東南海地震

203年

212年

262年

102年

147年

92年

71年

南海の３２時間前に発生

南海の２年前に発生

高知市の浦戸湾周辺は地盤沈下し、浸水した

昭和南海地震：強い揺れと火災、津波の被害

落橋 四万十市 建物倒壊 高知市

津波 須崎市 火災 四万十市

昭和南海地震直後の高知市中心部

現在の高知市中心部

海溝部付近の震源域

日向灘地震 東海地震

東南海地震

南海地震

東南海地震 東海地震南海地震発生年

※海底地形図は海上保安庁提供データによる

過去の南海地震と被害

1



１７

5.7

１５

5.9

２１

5.3

17.0

３４
２４

２７
２２

３３

２０

10.7

9.5

9.2
7.9

8.8

○30都府県750市町村が被災（全国面積の約32％）
（震度６弱以上又は沿岸部津波高３ｍ以上の市町村）

○影響都道府県、市町村には

・全国民の約53％が居住 （約6,800万人）

・製造品出荷額 全国の約66％（約189.5兆円）

経済・産業の中枢が被災

全壊・焼失棟数 ： 約238万6千棟

想定死者数 ： 約32万3千人

経済被害額 ： 約220兆円

前例のない甚大な被害

想定死者数は、

従来の約１３倍！

経済的被害は、

国家予算の２倍以上！

中央防災会議（2003）

内閣府（2012.8.29）各県最大
津波高
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南海トラフ地震の被害想定（最悪のケース，全国）

○ 震度分布予測 ○各市町村の海岸線での最大津波高

○海岸線への津波（津波高１ｍ）到達時間
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○ 地震継続時間予測

県内ほぼ全域で震度６弱以上の強い揺れ 高い津波が短時間で襲来

3分で
到達

3

南海トラフ地震の被害想定（最悪のケース，高知県）



事前対策による死者数の軽減

死 者 数：約 42,000人

負傷者数：約 36,000人

避難者数：約438,000人

死者数：※約1,800人死者数：約13,000人

【平成25年5月時点】

死者数を
限りなく

ゼロに!!

・住宅の耐震化
・津波早期避難意識の向上
・避難空間の確保

死者数
▲29,000人

死者数
▲4,900人

さらなる取り組みの充実

【平成28年3月時点】 【将来】

対策による被害軽減効果
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建物倒壊による負傷者数の軽減

▲90％ ▲90％ ▲80％

早期避難率

100% ※対策後
耐震化率

100%

※対策後
耐震化率

100%

住宅耐震化率 ：74%
津波早期避難率 ：20%
津波避難空間整備率：26%

住宅耐震化率 ：77%
津波早期避難率 ：70%
津波避難空間整備率：94%

住宅耐震化率 ：100%
津波早期避難率 ：100%
津波避難空間整備率：100%

・住宅の耐震化
・津波早期避難意識の向上
・避難空間の確保

67％減

死 者 数：約8,100人

【平成31年3月時点】

住宅耐震化率 ：82%
津波早期避難率 ：100%
津波避難空間整備率：100%

住宅の耐震化が
100％になると

死者数
▲6,300人

(人)(人)(人)

高知県における事前対策の効果
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揺れ対策 火災対策津波対策

応急活動対策 被災者・避難所対策 医療救護対策

まちづくり くらしの再建

※出典 岩手県大船渡市

命
を
つ
な
ぐ

生
活
を
立
ち
上
げ
る

命
を
守
る

建築物の耐震化 津波避難タワー 消火訓練

救助・救出活動
（高知県総合防災訓練）

避難所（東日本大震災） 医療救護活動
（高知大学附属病院ＤＭＡＴ訓練）

東日本大震災後の新市街地整備（石巻市）
復興拠点公共施設合同開所式（宮古市）

※出典 復興庁      

第３期高知県南海   地震対策行動計画 全体像
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■住宅 耐震化
■既存建築物の耐震化

・学校等の公共施設、県有
建築物 医療施設 社会福
祉施設

■ライフライン施設の耐震化
■室内の安全確保対策

・家庭や事業所における家
具転倒防止 など

■避難対策
 津波避難経路 避難場所 津波
避難タワー

■津波避難経路 安全性の確保
・現地点検

■津波・浸水被害の軽減
・港湾、河川、海岸堤防等の
耐震化

■要配慮者施設の高台移転
■津波の早期検知体制の整備

など

■市街地の大規模火災等へ
の対策
・重点推進地区での地震火
災対策計画の策定

・重点推進地区における地
震火災対策

■津波火災への対策
・石油基地等の地震・津波
対策

 農業用 漁業用燃料   
の対策 など

高知県耐震改修促進計画
地域津波
避難計画

地震火災対策指針災害時における要配慮者
の避難支援ガイドライン

命
を
守
る

津波避難タワー設計
のための手引き

◆津波から命を守るための津波避難空間の
整備 概 完了

◆引き続き、被害軽減対策を着実に推進

◆公共施設 耐震化 概 完了
◆住宅 耐震化     加速化 図
るとともに、熊本地震で課題となった
避難所等の安全確保対策を推進

◆住宅密集地    地震火災 石
油基地等における津波火災につい
ての具体的な対策を引き続き推進

現
状

現
状

現
状

津波対策 火災対策揺れ対策

命を守る対策の全体像
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住宅の耐震対策を「一丁目一番地」に位置付け、強力に推進

◆住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全交付金の基幹事業）により定額１００万円の支援が可能

住 宅 の 耐 震 化 は 地 震 対 策 の 「 入 り 口 」

国は、住宅の耐震化推進のためＨ30年度に新メニューを創設

■住宅が倒壊すると

①倒壊そのものにより多くの命が失われる
②道路閉塞により消防・救急活動が阻害され、さらに多くの命が失われる
③災害公営住宅などの建設需要が増大し、膨大な公費負担が発生

そのため

ところが

したがって

新メニューを活用して、
住宅耐震化の
さらなる推進が可能に！！

当初の目標達成には
年間16.3万戸改修が必要

（※１）平成２５年度～平成３２年度の目標値（出典：建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（最終改正 平成28年度3月25日 国土交通省告示第529号））

（※２）熊本地震が発生し、国民の防災意識が高まったと思料される平成２８年度を対象とし、平成２９年度高知県調べ。

（※３）H25年度耐震化率（出典：建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（最終改正 平成28年度3月25日 国土交通省告示第529号））

（※４）※２を参考に、H25～H29の改修戸数を約４万とし、推計。

国の基本方針で定める住宅耐震化率95％以上の達成のためには、130万戸（※１）の
耐震改修が必要だが、全国での改修実績は0.8万戸 （※２）

（H28年度実績）

【H25年度耐震化率：８２％（※３）】
【H29年度耐震化率：８３％（※４）】

命 守 対策（住宅 耐震化 加速化）
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○沿岸19市町村全393地域で完了（H26.3）

○市町村の財政負担を実質ゼロにする高知県独自の仕組みにより整備を加速化

避難路など

1,445箇所(100％）

津波避難タワー

109/115箇所（95％)
津波シェルター １基（100％）※県単で整備

○避難路や避難場所の安全確保のため、市町村と協力し現地点検（362箇所）を完了

○避難経路を確保するため、老朽化住宅の除却や住宅の耐震化、ブロック塀の除去を実施

○地域住民による避難訓練を毎年実施するとともに、夜間や要配慮者を対象とした様々な訓練を実施

〔避難路の現地点検〕 〔避難訓練イメージ〕〔倒壊したブロック塀〕

１．津波避難計画の策定

２．避難路・避難場所の整備

３．避難路などの現地点検・実践的な訓練

命を守る対策（津波避難対策）
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災害公営住
宅整備指針

災害廃棄物処理計画 Ver.1
応急仮設住宅

供給計画
震災復興都市計画
指針（手引書）

■地籍調査
■復興都市計画  震災復興都市計画指針策定
■住宅 確保

 災害公営住宅建設計画策定
 応急仮設住宅供給計画策定 など

■復興 基本的 考 方 整理
■復興組織体制 整備
■   処理  災害廃棄物処理計画策定
■産業 復旧 復興（ＢＣＰ策定など）

 農業 林業 水産業 商工業 観光産業   復興 など

生
活
を
立
ち
上
げ
る

災害公営住宅建設
計画（策定中）

道路啓
開計画

災害時医療救護計画
大規模災害に備えた避難所運営マ

ニュアル作成の手引き

命
を
つ
な
ぐ

■避難所・福祉避難所の確保と
運営体制の充実
・地域集会所の耐震化 ・福祉避難所の
指定
・避難所運営マニュアル作成

■要配慮者への支援
・災害時要配慮者の避難支援の手引き作成

■保健・衛生活動の充実
・災害時保健活動マニュアル策定 など

■総合防災拠点の整備
■輸送対策

 道路啓開計画策定
・防災拠点港のＢＣＰ策定

■応急活動体制の整備
 応急対策活動要領策定

■応急期の機能配置計画の策定
■長期浸水対策 推進 など

■前方展開型 医療救護体制 確立
 災害時医療救護計画改定
 医療救護施設等 施設 設備 備品整備
設備整備

・ＤＭＡＴの体制整備
 災害医療 担 人材 育成
 医療従事者 地域 搬送  仕組    など

※負傷者の後方搬送ができない状況を想定し、
前方   負傷者   近 場所 行 医療
救護活動

応急活動対策 被災者・避難所対策 医療救護対策

応急救助機関
受援計画

物資配送計画
応急対策
活動要領

応急期機能
配置計画

◆速やかなくらしの再建に向けた事前対策を推進◆復興         事前対策 推進

◆迅速 応急活動 行    応急期 対
策をさらに掘り下げ具体化

◆想定避難者数の約８割分の避難所を確保
◆避難所のさらなる確保と運営体制の充実
を推進

◆地域 総力戦   前方展開型 
医療救護体制整備 推進※

産業別復興計画（策定中）

現
状

現
状

現
状

まちづくり くらしの再建

現
状

現
状

命     生活 立 上  対策 全体像
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道路啓開
(高知自動車道、国道32号)

道路啓開
(国道194号)

道路啓開
(国道33号)

道路啓開
(国道197号)

道路啓開
(国道381号)

道路啓開
(国道441号)

高幡

安芸

SC

U拠

土佐清水総合公
園

中央東

【凡 例】

総合防災拠点

拠

拠 広域拠点

地域拠点

○県内８箇所の総合防災拠点を整備

○災害対策支部となる５地域に専任職員
を配置

総合防災拠点の整備

平成26年度：17人

平成27年度：51人
（内26人兼務）

平成28年度～：56人

（内26人兼務）

命をつなぐ対策（総合防災拠点の整備）
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燃料確保対策  備蓄」、「供給」、「輸送」の対策群に分類。これらに横断的・総合的に関わる「啓発」、「孤立対策」、「医療救護対策」や「発災後の対応  整理

 燃料確保計画策定内容     】

備蓄

供給

輸送

①車両  燃料備蓄
(1)車両の燃料残量が半分となる前に、こまめな満タン給油（県民、防災関係機関）、(2)公用車は徹底

②応急対策活動    燃料備蓄
(1)自家給油取扱所の整備、(2)建設業者の対策

③重要施設 自家発電設備 整備及 燃料備蓄
(1)自家発電設備、(2)備蓄量を確保、(3)代替エネルギー手段の整備促進

④排水機場    場 燃料備蓄
(1)72時間以上タンク増設、(2)排水機場等の運用ルール化の検討

⑤火葬用燃料備蓄
(1)燃料タンクの補助事業の継続、(2)自衛的備蓄の促進

⑥ＬＰガスの活用
(1)国の補助事業を活用したＬＰガスバルク導入の検討

⑦       燃料備蓄
(1)給油取扱所の維持管理、(2)運用手順の作成、(3)給油訓練、(4)遠隔地へタンク等の設置等

①石油・ガスの２次基地における施設の耐災化
(1)施設の防災対策を推進、(2)国への政策提言

②災害対応型給油所の整備促進
(1)補助事業の継続、(2)補助活用を働きかけ、(3)稼働状況を集約、(4)専用給油所の選定

③臨時給油拠点 整備
(1)臨時給油拠点の検討、(2)拠点の整備、(3)ルールの作成、(4)訓練の実施

④プッシュ型支援に対する重点継続供給体制整備
(1)中核給油所の増設、(2)災対本部燃料班のマニュアル作成

⑤プル型支援による重要施設における優先供給体制整備
(1)マニュアルの作成、(2)優先供給施設の情報を充実化、(3)石油団体と調整

①燃料輸送経路 確保
(1)道路啓開訓練の実施、(2)重機リース会社等との協定締結、(3)ヘリ離着場の整備促進

②燃料輸送車両等 確保
(1)情報収集体制の検討、(2)県内ミニローリー保有状況の把握、(3)燃料輸送訓練の実施

３つの対策群 具体的な対策（平時からの備え） 横断的・総合的に
取 組 燃料確保対策

啓
発

孤
立
対
策

②
応
急
対
策
活
動
車
両
へ
の
優
先
供
給
に
関
す
る
啓
発

①
車
両
の
燃
料
備
蓄
を
啓
発

④
緊
急
ヘ
リ
離
着
陸
場
に
係
る
補
助
事
業
の
継
続

等

③
多
様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
施
設
整
備
の
検
討

※

経
産
省
に
よ
る
給
油
所
存
続
指
針
（
ミ
ニ
給
油
所
の
推
進
な
ど
）

②
既
存
給
油
所
の
継
続
運
用
の
促
進

①
モ
デ
ル
地
区
を
設
定
し
対
策
を
検
討

燃料確保    各々 対策       第４期南海   地震対策行動計画  反映し、各部局で計画的に対策を推進

①情報収集及 取    ②重要施設等  供給 ③応急対策活動 行 車両  燃料給油 ④燃料輸送経路 啓開
⑤燃料輸送車両等 確保 ⑥応急対策活動 行 航空機（  ）  燃料給油 ⑦県民  協力依頼発災後の対応

車両  燃料備蓄 

最優先対策 
誰   簡単       対策 
即効性   有効的 対策  

○    満  給油 行     県全体 
不足量（L2 854k ）を上回る備蓄
（4,611k ）を確保することができる

＜計算＞
計算条件
 一般車両燃料   容量 60 とする
・タンクが半分の際に満タン給油する場合
 車両備蓄量 平均45 (A)

・タンクが空の際に満タン給油する場合の
車両備蓄量  平均30 (B)

 被害 受   一般車両 
307,424台(C)

計算
・(A)ー(B)＝ 15 
・15 ×(C)＝約4,611k  ＞ 854k 

（L2  ｶﾞｿﾘﾝ不足)

・4,611k ー854k ＝ 3,757k 

約3,700k の余裕を
生 出    

計37項目の対策を提示

県内 燃料      取 扱    タナスカ及び中の島地区の石油・ガス基地は、津波浸水により当面は活用できないことを前提とした対策が必要

民間 市町村 応急救助機関 連携し、一体感を持って官民協働による県民運動   対策 推進 思いは  燃料確保大運動

医
療
救
護
対
策

②
医
療
活
動
に
必
要
な
燃
料
（
発
電
機
用
燃
料
な
ど
）
確
保

①
医
療
従
事
者
や
医
薬
品
等
の
運
搬
に
必
要
な
ヘ
リ
燃
料
確
保

厳冬期 特 留意
・灯油を各県民が多めに備蓄

・石油ストーブなどを活用
（停電時の明かり、湯沸かしの役割）
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命    対策（燃料確保対策 推進）



最大クラスの地震であるL2クラスと、発生頻度の高い地震のL１クラスについて計画を策定！

防災拠点・ルートの選定

道路啓開計画の策定

◆負傷者の救助、救出や支援物資の輸送等に大きな支障が出ると想定

南海トラフ地震発生直後には

◆揺れや津波により、各地で道路の寸断や情報の錯綜・断絶が発生

早期の道路啓開のための計画を事前に策定しておくことが必要

●県外からの応援部隊・物資を受け入れるための拠点（４０箇所）

・直近のＩＣと結ぶルート

●助かった命をつなぐための地域の拠点（１,２５３箇所）

地域の防災拠点 （町村役場、病院、消防署など）

・直近の総合防災拠点やICと結ぶルート

広域の防災拠点 （総合防災拠点、災害拠点病院など）

インターチェンジ（IC）

【凡 例】

総合防災拠点（広域の防災拠点）

地域の防災拠点

高速道路IC

広域の防災拠点に至るルート

地域の防災拠点に至るルート

高速道路

広域の防災拠点に至るルート

地域の防災拠点に至るルート

海路 空路

命    対策（高知県道路啓開計画 策定）
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２.各拠点の県物資配送マニュアルを作成
誰     作業手順 理解                   形式 作成 

３.佐川町をモデルに市町村の物資配送マニュアルを作成
県のマニュアルは、県の拠点から市町村の拠点への配送までである。被災者に確実に物資を届けるためには、市町村の拠点から

避難所までの配送についても検討しておく必要があることから、佐川町をモデルに市町村の物資配送マニュアルについても作成。

４.マニュアルを踏まえた物資配送訓練を実施
春野総合運動公園及 佐川町 物資拠点    配送訓練 実施  作成  物資配送     検証 行   

県総合防災拠点 市町村物資拠点 避難所国

1. 基本方針 作成 :  計画策定 基本的 考 方    整理
①県と市町村の役割分担
②物資拠点の役割分担
③物資配分量 設定
④組織の構成と必要人員の確保

平成30年２月19日
南海トラフ地震対策課

6.県拠点における物資配送訓練の実施
物資配送マニュアルを踏まえ、県拠点から市町村拠点への物資

配送訓練を実施。（写真は過去の訓練の様子）

▲熊本地震時の益城町の物資拠点の様子

平成30年４月
南海トラフ地震対策課

支援物資配送 流 

平成28年度 取組

平成29年度 取組

5.市町村物資配送マニュアルの作成を支援
市町村がマニュアルを作成する場合の技術的支援やマニュアル

作成 係 費用      地域防災対策総合補助金 財政
支援 行  

 技術的支援 必要 項目 例 
・県災害対策本部との情報伝達体制
 民間事業者  協力体制
（必要人員 確保 配送車両 確保 必要資機材 確保 など）

平成30年度 取組

 南海   地震発生時 国  被災府県 具体的 要請 待     必要不可欠 見込   物資 調達  緊急輸送   （    型支援）
・国のプッシュ型支援への対応と、総合防災拠点を活用した物資配送の仕組み作りをすることが必要であるため、高知県物資配送計画を作成。
・計画は、プッシュ型支援物資の配送に関する基本的な考え方を定めた｢基本方針｣及び具体的な受入、仕分・保管、 配送の手順を定めた｢物資配送マニュアル｣で構成。

高知県物資配送計画とは

災害対策本部（県庁）
県総合防災拠点（広域拠点）
県総合防災拠点（地域拠点）
代替拠点

春野総合運動公園

室戸広域公園

青少年    

四万十緑林公園

宿毛市総合運動公園

土佐清水総合公園

安芸市総合運動場

旭食品
四国総合流通    

災害対策本部（県庁）

■広域拠点（県備蓄及びプッシュ型支援物資の配送）
国からのプッシュ型の物資の受入れ拠点となる拠点

室戸広域公園 高知県立青少年    
春野総合運動公園、宿毛市総合運動公園

■地域拠点（県備蓄の配送）
広域拠点以外の県総合防災拠点
安芸市総合運動場 四万十緑林公園
土佐清水総合公園

県総合防災拠点の概要

⑤物資配送手段の確保と配送ルートの設定
⑥物資拠点に必要な設備と資機材の確保
⑦関係機関との情報共有
⑧  型支援  切 替 

作成したマニュアルの検証、市町村への取組の拡大

命をつなぐ対策（被災者に支援物資を届けるための取組）
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（出典 南海   地震    具体的 応急対策活動 関  計画（平成29年６月23日中央防災会議））
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命をつなぐ対策（被災者に支援物資を届けるための取組）
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・想定される避難所避難者数は、最大で約２９万７千人※１

・１日約８９万リットル※２もの飲料水を確保する必要がある ※１ 平成２４年度高知県南海トラフ地震被害想定調査
※２ １人１日３リットル×29万7千人

高知市城西中学校に井戸を設置

自給対策

水の備蓄に加え、避難所での浄水機の設置や水源の確保（谷水の利用）を推進

○防災井戸
６市町村 25箇所設置（平成26年度～平成28年度）

据置型

○浄水機
７市町村 17台設置（平成26年度、平成27年度）

自走式 可搬型

約８９万リットルは大型トラック約６５台分であ
るため、被災地外から市町村の避難所までの
搬送を毎日実施するには時間と労力がかかる

命をつなぐ対策（避難所における災害時の水の確保対策）



各医療機関は、断水に備えて、それぞれの機能に応じた対策（耐震化や受水槽の整備等）に取り組む必要がある。

特に、透析医療機関は、透析治療のための十分な水量を確保する必要がある。

透析患者１人あたり １回１５０Ｌ の水が必要とされる。

●断水による医療活動への影響
・設備・機器の運転用水（冷却用水等）の不足 設備・機器（空調設備、水冷式人工呼吸器等）の停止
・医療用水の不足 傷や医療用器材の洗浄、人工透析などができない
・入院患者や職員の飲料水の不足 症状の悪化、医療救護活動に支障

高知県内の透析患者：約2,400人

災害時に少なくとも１人1回透析治療を行うには

約360ｔ の水が必要

② 医療施設の耐震化への支援

① 医療機関の受水槽や浄水装置等の
整備に対する助成（県単独補助）

④ 災害透析コーディネーターの設置

＜ 高知市内の透析医療機関（Ｓ病院） ＞

海水からでも
安全な飲料水を確保

＜ 逆浸透膜浄水装置 ＞
（高知県防災関連登録製品）

災害透析コーディネーターを設置し、透析治療を行う
病院を調整するとともに、
必要に応じて患者の県外搬送を調整

※災害透析コーディネーター 14名

（参考文献）医療における水供給の課題－災害時の医療用水確保および人工透析用水の利用を例として－

耐震改築に併せて
大規模な受水槽（約380ｔ）を整備

※ 透析医療機関以外では、
１日２０Ｌ/床 が必要とされる。
（外傷や熱傷の 治療には
３～５Ｌ/人が必要との見解もある
（県内救命救急センター医師）。）

③ 優先給水の実施（地域防災計画）

市町村地域防災計画において、優先給
水施設に重要な医療施設を指定

大規模災害に備えた主な取組事例

現 状
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命    対策（医療機関    災害時 水 確保対策）

年度 ・各ライフライン事業者及び行政機関が連携し、ライフラインの早期復旧に関する対策を実施する。

（情報共有、対策の検討、進捗管理は「高知県ライフライン復旧対策協議会」で行う）

取組の目的

◆ライフライン復旧対策協議会の設立

       早期復旧 向        事業者 学術機関及 行政機関 

対応策    協議  対策 推進  組織   設立 

○第１回ライフライン復旧対策協議会の開催（H30.3.22）

第１回協議会     各      事業者 被害想定 復旧方法 復旧

目標 早期復旧 向  課題    情報共有 

協議会 設立 事業者  情報共有

H

29

年

度

○電気 四国電力高知支店

○ガス 四国ガス高知支店、高知県ＬＰガス協会

○上下水道 高知市上下水道局

○通信 ＮＴＴ西日本高知支店、

ＮＴＴドコモ四国支社

ＫＤＤＩ、ソフトバンク、ＳＴＮｅｔ

○学術機関 高知工科大学、高知大学

○行政機関 国土交通省四国地方整備局

（土佐国道事務所、中村河川国道事務所）

高知県 危機管理・防災課、

食品・衛生課

道路課、公園下水道課

高知市（防災政策課）

協議会参加機関

H

30

年

度

協議会 年３回程度実施 各      事業者  個別      随時実施   

【協議会開催イメージ】

○第２回協議会（H30.6月開催予定）

検討 進     目安   被害想定 設定 復旧目標 優先復旧 考 方 整理

○第３回協議会（H30.９月開催予定）

早期復旧 困難 施設 洗 出       課題 対  対応策 検討

○第４回協議会（H31.１月開催予定）

     会議 踏    仮       早期復旧    申合 （案） 検討

早期復旧 向  対応策 検討

H

31

年

度

◆第４期行動計画に位置付け、取組の進捗管理を実施することによる復旧目標の達成

○年１ ２回程度協議会を開催。ライフラインに係る各種計画の進捗管理（道路啓開計画、応急期機能配置計画）、訓練の

実施状況などについて情報共有。

対応策の実施

・資機材、活動拠点の確保
活動拠点の確保、復旧要員の生活支援（食料、水、宿泊場所）など

・許認可手続きの簡素化
公有地への仮設柱の設置、復旧作業時の道路使用許可の迅速化など

・優先順位の設定
優先復旧エリアの選定と共有、道路啓開との連続性など

の

課
題

早
期
復
旧

（事務局 南海   地震対策課）

平成30年４月
南海トラフ地震対策課
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命    対策（      早期復旧    対策 検討）



■平成30年度 検討方針

○       早期復旧     下記 項目    整理  協議会 申 合     

取りまとめる。

○来年度以降 各事業者 復旧計画 反映           毎年１回程度

協議会を開催し、課題解決に向けた対応状況や訓練の企画・実施について情報

共有 行     

■応急 復旧 関  基本的 考 方
 被害想定 復旧 優先順位 復旧活動 種別 復旧目標 など

■応急 復旧対策
・県災害対策本部へのリエゾン派遣

・情報共有

 復旧状況 県民  周知

■事前対策（応急 復旧対策 円滑 実施     ）

 協力体制（役割分担 連携方法） 整理

 情報共有   項目 整理

・重要施設リストの作成

 協議会  申 合  事項 踏   復旧計画 作成

 許認可手続  簡素化 迅速化等 整理
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命    対策（      早期復旧    対策 検討）


